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本資料の位置付け
本資料の利用
 本資料は、人的資本開示を行う場合に、どのような開示が企業と投資家の建設的な対話に有用であると考えられるか検討を行

い、取りまとめたものである。
 本資料は、「第１部 経営戦略と人材戦略の連動」と、「第２部 ４つの要素に従った開示」の２部構成である。

 「第１部 経営戦略と人材戦略の連動」は、人材戦略を経営方針・経営戦略等に関連付けて具体的に記載することを検討
する全ての企業に役立つよう記載している。

 「第２部 ４つの要素に従った開示」は、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）が開発するサステナビリティ開示基準
（以下、SSBJ基準）に示された４つの要素を踏まえた開示を検討する企業に役立つよう記載している。SSBJ基準に準拠
表明はしないまでも、４つの要素を踏まえた開示を検討する企業の人的資本開示の高度化にも役立つことが期待される。

 本資料公表時点において、 国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）が開発するIFRSサステナビリティ開示基準（以下、
ISSB基準）及びSSBJ基準には人的資本関連のリスク及び機会を取り扱う個別基準は存在しない。

 このため、人的資本関連のリスク及び機会が企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る場合において、SSBJ基準に準
拠した開示を行う企業はサステナビリティ開示テーマ別基準第1号「一般開示基準」に基づき人的資本開示を行うこととなる。

利用上の留意点
 本資料は、規範性を有しておらずチェックリスト、開示のテンプレートとして利用されることを意図していない。
 SSBJ基準に準拠表明する企業は、SSBJ基準に準拠した開示を行う必要がある。 SSBJ基準は開示目的を定めており、開示目的

に従った開示が求められている。
 本資料に掲載された「投資家の期待」や「考えられる開示」は、人的資本開示の考え方を例示的に示したものであり、「考え

られる開示」を開示する場合に関連すると考えられるSSBJ基準の項番を示している。「考えられる開示」は、SSBJ基準にお
いて特定の開示が推奨されていることを意味するものではない。従って、本資料に掲載された開示を行わなくても、SSBJ基準
に準拠した開示となる場合がある。また、本資料に掲載された開示のみを行ったとしても、SSBJ基準に準拠した開示とならな
い場合がある。

 本資料の開示例は、理解促進を目的として作成した架空の事例に基づくものであり、実在の企業・団体・事象と関連するもの
ではない。 2
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第１部 経営戦略と人材戦略の連動



人的資本可視化指針（改訂版）における経営戦略と人材戦略の連動①

人的資本可視化指針（改訂前）

• 改訂前の人的資本可視化指針では、経営戦略と人材戦略の連動の
重要性が強調された。経営戦略と人材戦略を関連付けた開示は有
用であるとの意見は、国内の投資家のみならず、海外の投資家か
らも広く聞かれるところである。

• しかし、改訂前の人的資本可視化指針において、具体的にどのよ
うにして経営戦略と人材戦略を関連付けた開示を行うかについて
は必ずしも明示されているわけではなかった。
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人的資本可視化指針（改訂版）における経営戦略と人材戦略の連動②

人的資本可視化指針（改訂版） • 改訂版の人的資本可視化指針では、経営戦略と人材戦略・人的資
本投資の連動に向けて、「国際的な開示基準を踏まえた情報開示
の進め方」や「具体的な考え方とその実践」についてガイダンス
を提供する。

• 今後、生成AIなどの革新的技術の急速な進展や人口減少などに伴
い、経営環境や業務プロセスが大きく変化することが予想される
中、企業の経営戦略・成長戦略を達成するために将来必要となる
人材ポートフォリオをできるだけ鮮明に描くことがまずは肝要で
ある。

• こうした「あるべき組織・人材の姿」を明確にし、それを踏まえ
た人的資本に関する課題に対処するために「必要となる人的資本
投資」を整理することにより、自社の経営戦略と連動した人材戦
略を明確にすることが可能になると考えられる。

あるべき組織・人材の姿

必要となる人的資本投資

6



人的資本可視化指針（改訂版）における経営戦略と人材戦略の連動③

国際基準を踏まえた考え方

（出所）IFRS S1 付録B 適用ガイダンス B1～B3項（SSBJ サステナビリティ開示ユニバーサル基準「サステナビリティ開示基準の適用」BC69～71項）を基に金融庁作成

• 「あるべき組織・人材の姿」及び「必要となる人的資本投資」を
検討するにあたり、国際基準における考え方が参考になる。

• IFRS S1 付録B 適用ガイダンスにおいて、戦略上の目的を達成
するために高度に専門的な労働力を必要とする（高度に専門的な
労働力に依存する）企業の例が記載されている。この例において
は、企業の将来の成功は、当該人的資本を惹きつけて維持する企
業の能力に「依存」し、人的資本を惹きつけて維持する企業の能
力は、企業の従業員の研修への投資、従業員の福利への投資、従
業員満足度向上に向けた職場環境整備、従業員エンゲージメント
の「影響」を受けるという相互作用が記載されている。

• また、このような関係（相互作用）が企業のキャッシュ・フロー
等に重要な影響を与えると考えられるサステナビリティ（人的資
本）関連のリスク及び機会を生じさせる場合があるとされている。

• 経営戦略から生じる人的資本関連のリスク及び機会、また、それ
らのリスクや機会を踏まえた人材戦略や人的資本への投資を明瞭
かつロジカルに関連付けることで、企業は自社の経営戦略と人材
戦略を統合的なストーリーとして説明（論理展開）することがで
きると考えられる。
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人的資本可視化指針（改訂版）における経営戦略と人材戦略の連動④

人的資本可視化指針（改訂版）

• 以上から、人的資本可視化指針（改訂版）において、経営戦略と人材戦
略の関係を「人的資本への依存と影響」「人的資本関連のリスクと機
会」という2つのステップを介してより具体的な形で説明する。このよう
な考え方は、国際基準における考え方とも整合していると考えられる。

①：人的資本への依存・影響
• 企業の経営戦略の実現は、将来の「あるべき組織・人材の姿」を踏まえて、必要と

なる人的資本を確保できるか否かに「依存」する。
• また、このような人的資本を確保するために、企業は人材採用、人材育成、適切な

賃金水準の設定、従業員の福利への投資、従業員エンゲージメントへの取組を含む
職場環境整備等の「必要となる人的資本投資」を行い、人的資本に「影響」を与え
る。企業と人的資本の間には、このような相互関係がある。

②：人的資本関連のリスクと機会
• このような相互関係を明らかにすることは、経営戦略の実現にあたり、企業の見通

しに影響を与える（企業のキャッシュ・フロー等に重要な影響を与える）と合理的
に見込み得る、人的資本関連のリスク及び機会を整理することに資すると考えられ
る。

• また、このような整理を行うことにより、連結グループ全体における人的資本関連
のリスク及び機会に加えて、ビジネスモデルのどの部分（例：事業セグメント、バ
リューチェーン上の機能、国・地域）に重要な人的資本関連のリスク及び機会が生
じているのかをより明確にすることに資すると考えられる。

• このようなプロセスを経ることにより、投資家の投資意思決定に有用な人材戦略の
開示が可能になると考えられる。

①

②
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（参考）IFRS S1 付録B 適用ガイダンス①

IFRS S1 付録B 適用ガイダンス 
B1  本基準は、短期、中期又は長期にわたり、企業のキャッシュ・フロー、当該企業のファイナンスへのアクセス又は資本コストに影

響を与える（affect）と合理的に見込み得る、すべてのサステナビリティ関連のリスク及び機会（「企業の見通しに影響を与える
（affect）と合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び機会」という。）に関する情報を開示することを企業に要求し
ている（第3項参照）。

B2  企業のサステナビリティ関連のリスク及び機会は、企業と、当該企業のバリュー・チェーンを通じての利害関係者、社会、経済及
び自然環境との相互作用から生じる。これらの相互作用は、直接的であることもあれば間接的であることもあり得るが、企業の戦略
上の目的を追求する当該企業のビジネス・モデルの運用及び企業が事業を営む外部環境から生じる。これらの相互作用は、企業が
キャッシュ・フローを生み出すためにバリュー・チェーンを通じての資源及び関係に依存し、かつ当該企業の活動及びアウトプット
を通じてそれらの資源及び関係に影響を与える（affects）、相互依存的なシステムの中で行われ、それらの資源及び関係の維持、再
生及び発展又は劣化及び枯渇に寄与する。これらの依存関係及びインパクトは、短期、中期及び長期にわたり、企業のキャッシュ・
フロー、当該企業のファイナンスへのアクセス及び資本コストに影響を与える（affect）と合理的に見込み得るサステナビリティ関
連のリスク及び機会を生じさせる場合がある。

B3  （～中略～）同様に、企業が、競争が非常に激しい市場で事業を営んでおり、その戦略上の目的を達成するために高度に専門的な
労働力（workforce）を必要とする場合、企業の将来の成功は、その資源を惹きつけて維持する企業の能力（ability）に依存する可
能性が高い。同時に、その能力（ability）は、企業が従業員の研修及び福利に投資しているかどうかなどの企業の雇用慣行並びに従
業員の満足度、対話及び定着率のレベルに部分的に依存する。これらの例は、企業が他者のために生み出し、維持し、又は毀損する
価値と、企業が成功し目標（goals）を達成する企業自身の能力（ability）との間の密接な関係を示している。

• IFRS S1の付録B 適用ガイダンスにおいて、「依存」と「影響」の関係及びそれらから生じる「企業の
見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び機会」について、以下
のように記載されている。
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（参考）IFRS S1 付録B 適用ガイダンス②

• IFRS S1の付録B 適用ガイダンス B1～B3項を踏まえ、高度に専門的な労働力に「依存」する企業の例
を以下のように図式化することが考えられる。企業は、短期、中期又は長期にわたり、企業のキャッ
シュフロー等に影響を与えると合理的に見込み得る、人的資本関連のリスク及び機会に関する情報開示
を行うことが考えられる。

10
（出所）IFRS S1 付録B 適用ガイダンス B1～B3項（SSBJ サステナビリティ開示ユニバーサル基準「サステナビリティ開示基準の適用」BC69～BC71項）を基に金融庁作成



国際基準を踏まえた経営戦略と人材戦略の連動 例：企業A (1/2)

例：企業A（テクノロジー企業）
• 企業Aは、AI技術を活用した自動運転の実用化を経営戦略として掲げるテクノロジー企業であり、当該

経営戦略を実現するため、将来の人材ポートフォリオとして、AI分野の高度専門人材とソフトウェア開
発要員という人的資本に「依存」する関係にある。また、将来に向けて、このような人的資本を確保す
るため、競争力のある報酬水準の設定を通じた人材採用、ソフトウェア開発要員向け研修を通じた人的
投資等を通じて、人的資本に「影響」を与える関係にもある。

• 企業Aの経営戦略の実現は、将来におけるこのような人的資本の確保に依存している。このため、自動
運転の実用化に必要なAI分野の高度専門人材やソフトウェア開発要員を確保できないことは、自動運転
の実用化という経営戦略の実現を左右することから、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得
る人的資本関連のリスクとなると企業Aは判断している。一方で、人材戦略の実現を通じて必要な対応
を行うことができれば、経営戦略の実現に必要な人材を確保できる機会が生じると企業Aは判断してい
る。

当ページ以降に記載されている企業A、B、Cの事例は、人的資本可視化指針（改訂版）「2. 人的資本の可視化に向けた進め方 2.1. 投資家
の期待に応えるための人的資本開示の考え方」の理解を補助するためのものである。
なお、本資料第２部の「考えられる開示」の例は、上記企業A（テクノロジー企業）を念頭に作成した架空のものである。
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国際基準を踏まえた経営戦略と人材戦略の連動 例：企業A (2/2)

（注）2025年10月時点においてISSBが人的資本に関するリサーチ・プロジェクトで検討している内容を参考に作成したものであり、この方向で基準開発が行われることが確定しているわけではない。

経営戦略
ビジネスモデル

人的資本関連
指標及び目標

人材戦略

人的資本への
依存・影響

人的資本関連
リスク・機会

AI技術を活用した自動運転の実用化

自動運転の実用化に必要なAI分野の高度専門人材・開発要員の採用目標数と進捗率
開発要員に対する人材育成研修コスト・研修時間

AI分野の高度専門人材に対する競争力のある報酬水準の設定
グローバルでの採用活動の実施
開発要員に対する人材育成研修

AI分野の高度専門人材、多数のソフトウェア開発要員

自動運転の実用化に必要なAI分野の高度専門人材、開発要員を確保できるか否か

12（出所）IFRS財団ウェブサイト ISSB会議資料（2025年10月）「Structuring the ISSB’s analysis of research findings」p20～23を参考に金融庁作成
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf

https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf


国際基準を踏まえた経営戦略と人材戦略の連動 例：企業B  (1/2)

例：企業B（小売企業）
• 企業Bのビジネスモデルは、労働集約型の小売企業であり、流動性の高い多数の非正規従業員という人

的資本に「依存」する関係にある。また、将来に向けて、このような人的資本を確保するため、従業員
の貢献を引き出し、離職率を安定させる賃金水準の設定や職場環境の整備等を通じて、人的資本に「影
響」を与える関係にもある。

• 企業Bのビジネスモデルは、このような人的資本の確保に依存している。このため、賃金水準の設定や
職場環境の整備により従業員のモチベーションを引き出せない場合に、離職率が増加し、欠員補充のた
めの採用コストが増加することにより、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る人的資本関
連のリスクとなると企業Bは判断している。一方で、人材戦略の実行を通じて従業員のモチベーション
を高めることができれば、離職率や採用コストを一定水準に抑えられ、ビジネスモデルの安定的な運用
を実現する機会が生じると企業Bは判断している。
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国際基準を踏まえた経営戦略と人材戦略の連動 例：企業B (2/2)
経営戦略

ビジネスモデル

人的資本関連
指標及び目標

人材戦略

人的資本への
依存・影響

人的資本関連
リスク・機会

労働集約型の小売ビジネス

賃金水準の推移、離職率、採用コスト

従業員の貢献を引き出せ、離職率を安定させる賃金水準の設定

流動性の高い多数の非正規従業員

従業員のモチベーションを引き出せず離職率・採用コストが増加するリスク

14（出所）IFRS財団ウェブサイト ISSB会議資料（2025年10月）「Structuring the ISSB’s analysis of research findings」p20～23を参考に金融庁作成
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf

（注）2025年10月時点においてISSBが人的資本に関するリサーチ・プロジェクトで検討している内容を参考に作成したものであり、この方向で基準開発が行われることが確定しているわけではない。
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国際基準を踏まえた経営戦略と人材戦略の連動 例：企業C (1/2)

例：企業C（製造業）
• 企業Cは、AI活用による生産プロセスの高度化と価格競争力の強化を経営戦略として掲げる製造業であ

り、当該経営戦略を実現するため、生産プロセスの改善にAIを活用できる専門性を有する人材という人
的資本に「依存」する関係にある。また、将来に向けて、このような専門性を持つ人的資本を確保する
ため、生産プロセス改善に従事する従業員に対して高度に専門的なAI研修を実施するなど、人材育成を
通じて人的資本に「影響」を与える関係にもある。

• 企業Cの経営戦略の実現は、このようなAI活用の専門性を有する人的資本の確保に依存している。この
ため、生産プロセスの改善にAIを活用できる専門性を有する人材を育成できない場合には、生産プロセ
スの改善が進まず、生産性が向上しない結果、AIを活用する同業他社との価格競争において不利な立場
に置かれることにより、企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る人的資本関連のリスクとな
ると企業Cは判断している。一方で、人材戦略の実行を通じて生産プロセスの改善にAIを活用できる専
門性を有する人材を確保することができれば、生産性向上を実現し、競争力の強化につながる機会が生
じると企業Cは判断している。

15



国際基準を踏まえた経営戦略と人材戦略の連動 例：企業C (2/2)
経営戦略

ビジネスモデル

人的資本関連
指標及び目標

人材戦略

人的資本への
依存・影響

人的資本関連
リスク・機会

16（出所）IFRS財団ウェブサイト ISSB会議資料（2025年10月）「Structuring the ISSB’s analysis of research findings」p20～23を参考に金融庁作成
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf

（注）2025年10月時点においてISSBが人的資本に関するリサーチ・プロジェクトで検討している内容を参考に作成したものであり、この方向で基準開発が行われることが確定しているわけではない。

AI活用による生産プロセスの高度化と価格競争力の強化

AI研修の受講完了者数・一人当たりの受講時間

生産プロセスの改善に従事する従業員への高度に専門的なAI研修の実施

生産プロセスの改善にAIを活用できる専門性を有する人材

生産性を改善するために必要な専門性を有する人材を育成できないリスク
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（参考）ISSBで進行中の人的資本開示の検討

人的資本関連
リスク・機会

Composition：従業員構成
（例）最適な従業員構成が実現できているか

Capability   ：能力・スキル
（例）戦略実現に必要なスキルを備えているか

• ISSBが進める人的資本リサーチ・プロジェクトにおいて、ビジネスモデル・経営戦略を踏まえた「人的
資本への依存と影響」の関係から「人的資本関連のリスク・機会」が生じる考え方が示されている。

• さらに、「人的資本関連のリスク・機会」を3つに分類する案が検討されている。

Conditions  ：労働・職場環境
（例）必要な人材を確保・維持できる労働環境か

17（出所）IFRS財団ウェブサイト ISSB会議資料（2025年10月）「Structuring the ISSB’s analysis of research findings」p13を基に金融庁作成
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf

（注） 2025年10月時点においてISSBが人的資本に関するリサーチ・プロジェクトで検討している内容を参考に作成したものであり、この方向で基準開発が行われることが確定しているわけではない。
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（参考）ISSBの検討を踏まえた人的資本開示の例①

• 以下は、ISSBによる「人的資本関連のリスク・機会」の分類案を踏まえ、新規事業への参入を経営戦略
に掲げる架空の企業を念頭に、Composition、Capability、Conditionsの観点から、人的資本開示を検
討する例である。

18（出所）IFRS財団ウェブサイト ISSB会議資料（2025年10月）「Structuring the ISSB’s analysis of research findings」 p20～23を参考に金融庁作成
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf

（注） 2025年10月時点においてISSBが人的資本に関するリサーチ・プロジェクトで検討している内容を参考に作成したものであり、この方向で基準開発が行われることが確定しているわけではない。

人的資本関連
指標及び目標

人材戦略

人的資本関連
リスク・機会

Composition
（例：従業員構成）

Capability
（例：能力・スキル）

Conditions
（例：労働・職場環境）

新規事業への参入に必要な人員数を
確保できるか否か

新規事業への参入に必要な水準の専
門スキルを有する人材を確保できる
か否か

人材獲得競争が激化する新規事業に
おいて、必要となる人材を惹き付け
る労働環境を提供できるか否か

新規事業への参入に必要な人員数を
試算し、各年度の目標採用数を設定

新規事業への参入に必要な専門スキ
ル習得のための体系的な教育プログ
ラムを整備

採用力を強化するための競争力のあ
る賃金水準の設定

新規事業セグメントにおける
目標採用数と採用実績

新規事業セグメントにおける
教育プログラムの受講完了者数

新規事業セグメントにおける賃上げ
方針（率）
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（参考）ISSBの検討を踏まえた人的資本開示の例②

• 以下は、ISSBによる「人的資本関連のリスク・機会」の分類案を踏まえ、B to C事業の海外での拡大を
経営戦略に掲げる架空の企業を念頭に、Composition、Capability、Conditionsの観点から、人的資本
開示を検討する例である。

19（出所）IFRS財団ウェブサイト ISSB会議資料（2025年10月）「Structuring the ISSB’s analysis of research findings」 p20～23を参考に金融庁作成
https://www.ifrs.org/content/dam/ifrs/meetings/2025/october/issb/ap4-structuring-issb-analysis-research-findings.pdf

（注） 2025年10月時点においてISSBが人的資本に関するリサーチ・プロジェクトで検討している内容を参考に作成したものであり、この方向で基準開発が行われることが確定しているわけではない。

人的資本関連
指標及び目標

人材戦略

人的資本関連
リスク・機会

Composition
（例：従業員構成）

Capability
（例：能力・スキル）

Conditions
（例：労働・職場環境）

現地の商習慣、文化、言語に対応し
た事業を現地展開するための人材を
十分に確保できるか否か

海外子会社において、本国と同水準
のサービスを提供できる人材を確保
できるか否か

人材の流動性が高い国において、従
業員が長期的に働くインセンティブ
を提供できるか否か

現地の商習慣、文化、言語に対応で
きる現地人材を採用

本国と同水準のサービスを提供でき
るようにするための教育研修プログ
ラムを整備し、現地人材に提供

現地人材の長期定着を図るべく、同
業他社と比べ魅力的な福利厚生プロ
グラムの提供

現地人材の採用人数・比率
本国と同水準のサービスを提供でき
るようにするための教育研修プログ
ラムの認定試験の合格人数・割合

福利厚生プログラムへの年間投資額
自発的離職率
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 企業のビジネスモデルや競争優位の源泉が多様化する中で、比較可能な情報のみで企業の経営戦略や人材戦略を表現す
ることはできない。自社固有の人材戦略・人的資本投資を説明する独自性のある開示を検討することが重要である。

 企業には、経営戦略・ビジネスモデルと人材戦略の関連性、当該開示を重要だと考える理由、指標・目標等の自社とし
ての定義、時系列での進捗・達成度等を意識した開示がなされることが期待されている。

 比較可能性のある開示の場合、指標が他社と共通であったとしても、その指標を開示した理由に自社固有の経営戦略・
ビジネスモデルが強く影響する場合、自社がなぜ当該開示を重要と捉えているか、それをどのように統合的なストー
リーに位置づけているかを説明することにより、自社固有の経営戦略・ビジネスモデルに基づく開示でありながら、比
較可能性に対する要請に応じることができる。

 ただし、投資家は、企業が比較可能性を追求するあまり、独自性ある開示が抑制されることを懸念している。

人的資本開示における独自性と比較可能性①

• 企業ごとに異なる経営戦略・ビジネスモデルを踏まえ、企業固有の経営課題に取り組むための人材戦略
を立案し、その進捗を把握することが投資家から期待されている。企業の人材戦略や人的資本投資が企
業固有のものである場合においては、独自性のある指標（KPI）によって進捗状況をより適切に表せる
との意見が投資家から聞かれる。

人的資本開示における独自性と比較可能性に関する投資家の意見

20
（出所）人的資本可視化指針（改訂前）より作成



人的資本開示における独自性と比較可能性②

• (1)従業員数、(2)人件費、(3)離職率、(4)従業員エンゲージメントの指標及び目標の開示に関して、グ
ローバル投資家から以下のような意見が聞かれた。

21（出所）ボストン・コンサルティング・グループ合同会社「人的資本開示に対する海外投資家の着眼点及び 開示に関する調査」報告書（2025年4月）p30～32を基に金融庁作成
https://www.fsa.go.jp/common/about/research/20250402/01.pdf

(4)従業員エン
ゲージメント

(3)離職率

(1)従業員数

(2)人件費

• 事業別・地域別の従業員数、それらが増加傾向にあるのか減少傾向にあるのかといった従業員構成の理解は、企業の
ビジネスモデルの理解、企業が抱える人材採用における課題の把握につながる。

• 人的資本開示は、財務諸表に反映されない無形資産に関する情報開示を補完するものとして非常に有用。例えば、 
給与や株式報酬、研修費用を含む人件費を階層、費目、事業別・地域別等にブレークダウンした情報は、企業の人材
活用状況の理解に資するため、投資判断に大きく寄与すると認識。このような開示により、人的資本投資がどのよう
に企業の長期的な財務パフォーマンスに寄与しているかを、投資家がより明確に把握できると考えている。

• 離職率・定着率については、経営者がどのように判断しているのかといったコンテクストを合わせて開示することが
重要。急成長している企業と安定している企業では、マネジメントが適切だと考える離職率・定着率の水準は異なる。

（※）一定程度の人材の流動性があることは、多様な価値観を取り込み、中長期的な企業価値向上のために重要となるイノベーションにつながる、という意見も
ある（持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会報告書～ 人材版伊藤レポート ～p39参照）

• 従業員エンゲージメントに関して、そのスコアや関連指標（たとえばアンケート結果）を時系列で開示し、さらに将
来の目標値も開示することは、企業の人材戦略の有効性をモニタリングするうえで非常に有用。

• 従業員エンゲージメントスコアは、改善が見られた領域、時系列での変化や同業他社と比較した場合の特徴、企業が
何に価値をおいているかといったことの理解につながる。

https://www.fsa.go.jp/common/about/research/20250402/01.pdf


（参考）人材戦略・指標等の開示に関する投資家の期待例①

比較可能性

独自性

• 英国の投資家団体（Investment Association）は、独自性のある指標と比較可能性のある指標の組み合
わせの開示を期待している。

(1) 独自性：生産性向上目的の人材投資、人的資本管理におけるリスク・機会とそれに対する人材戦略等
(2) 比較可能性：①従業員数 ②離職率 ③研修投資、スキル開発投資 ④従業員エンゲージメントスコア

22（出所）ボストン・コンサルティング・グループ合同会社「人的資本開示に対する海外投資家の着眼点及び 開示に関する調査」報告書（2025年4月）p21
https://www.fsa.go.jp/common/about/research/20250402/01.pdf

https://www.fsa.go.jp/common/about/research/20250402/01.pdf


（参考）人材戦略・指標等の開示に関する投資家の期待例②

比較可能性

独自性

• 人的資本を重視するグローバルな投資家団体（HCMC）は、独自性のある指標と比較可能性のある指標
の組み合わせの開示を期待している。

(1) 独自性：人材戦略が経営戦略にどのように寄与するか、自社固有のベンチマーク及び目標に照らした進捗状況等
(2) 比較可能性：①従業員数 ②労務費総額（例：給与、人材開発費用） ③離職率 ④多様性のデータ

23（出所）ボストン・コンサルティング・グループ合同会社「人的資本開示に対する海外投資家の着眼点及び 開示に関する調査」報告書（2025年4月）p20
https://www.fsa.go.jp/common/about/research/20250402/01.pdf

https://www.fsa.go.jp/common/about/research/20250402/01.pdf


（参考）セグメント別の開示

• 重要な人的資本関連のリスク及び機会が、ビジネスモデルの特定の部分（例：事業、国・地域）に集中
する場合がある。そのため、連結グループ全体を対象とした開示のみでは、有用な情報開示となるとは
限らないとの意見が投資家から聞かれる。

• 連結グループ全体を対象とした人材戦略を基本に据えつつも、企業のキャッシュ・フロー等に重要な影
響を与える事業、国・地域に焦点を当て、当該単位における人的資本関連のリスク及び機会、並びにそ
れらに対応するための人材戦略、指標・目標を示したセグメント別の人的資本開示は、投資家の投資意
思決定の観点で有益である情報との意見が投資家から聞かれる。

24

 人的資本への投資や人材戦略を構築する際、事業セクターごとの特性や事業環境、国や地域別の人事・雇用に関する制
度・慣行の差異や固有の事情を総合的に勘案し、全社的な人材戦略を基本に据えつつも、事業や地域といったセグメン
トごとに取組内容をチューニングすることが必要な場合がある。

 このとき、人的資本関連情報の開示に当たって、全社・連結ベースでデータを平均化したり、取組内容を一括りにした
りして説明するだけでは、各セグメントの特性に応じたきめ細かな取組や関連する定量情報が、かえって見えづらくな
ることもある。

 また、同一の戦略・取組を複数セグメントにわたって実行に移す場合であっても、セグメント別の特性により、戦略の
成果に差異が生じることもある。

 以上を踏まえ、企業は、全社的な戦略構築と情報開示と併せて、事業や地域といったセグメント別の情報開示を検討す
ることも有益である。

セグメント別開示の有用性

（出所）人的資本可視化指針（改訂前）より作成

※ 特定の国・地域に人的資本関連のリスク及び機会が集中する例：新たな国へ事業進出した子会社において、現地の商習慣、文化、言語に適合したサービスを提供するために必要となる現地人材を
確保できるか否かを、人的資本に関するリスクおよび機会として識別



第２部 ４つの要素に従った開示



全体像



4つの要素を踏まえて考えられる人的資本開示の全体像

• SSBJ基準において、4つの要素（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標及び目標）に基づく開示が求め
られている。これらのうち、「（人材）戦略」と「（人的資本関連の）指標及び目標」に関して、経営
戦略と関連付けた開示が投資家から期待されていることはこれまで記載した通りである。

• さらに、「（人材）戦略」と「（人的資本関連の）指標及び目標」と関連付ける形で、「ガバナンス」
と「リスク管理」の開示を行うことにより、4つの要素に従った開示となる。

27
（出所）SSBJ基準を参考に金融庁作成

（注）SSBJ基準における4つの要素を参考に、人的資本開示の考え方の例示的な整理を試みたものである。 SSBJ基準において人的資本に関連する記載はあるものの、人的資本に対する開示要求事項は
定められていない。



4つの要素を踏まえて考えられる人的資本開示

• 投資家の期待に応える人的資本開示を行う上で、企業のキャッシュ・フロー等に重要な影響を与えると
考えられる人的資本関連のリスクと機会を識別し、SSBJ基準で示された4つの要素（ガバナンス、戦略、
リスク管理、指標と目標）の考え方を踏まえた人的資本開示を行うことが考えられる。

人的資本関連
指標及び目標

リスク管理

ガバナンス

人材戦略

人的資本関連のリスク及び機会をモニタリ
ングし、管理し、監督するために用いる
ガバナンスのプロセス、統制及び手続

人的資本関連のリスク及び機会を管理する
企業の戦略（人材戦略）

人的資本関連のリスク及び機会を識別し、
評価し、優先順位付けし、モニタリング
するために用いるプロセス

人材戦略に関して企業が用いている
指標及び目標

人的資本関連のリスク及び機会をモニタリングし、管
理し、監督するために用いるガバナンスのプロセス、
統制及び手続を投資家が理解できるようにすること

人的資本関連のリスク及び機会を管理する企業の戦略
（人材戦略）を投資家が理解できるようにすること

人的資本関連のリスク及び機会を識別し、評価し、優
先順位付けし、モニタリングするために用いるプロセ
スを投資家が理解できるようにすること

人的資本関連のリスク及び機会に関連する企業のパ
フォーマンス（目標に向けた進捗を含む）を投資家が
理解できるようにすること

開示目的説明

28
（出所）SSBJ基準を基に金融庁作成

（注）SSBJ基準における4つの要素を参考に、人的資本開示の考え方の例示的な整理を試みたものである。SSBJ基準において人的資本に関連する記載はあるものの、人的資本に対する開示要求事項は
定められていない。



4つの要素を踏まえた人的資本開示に関する投資家の期待

• 4つの要素を踏まえた人的資本開示に関して、投資家からは以下のような期待が聞かれた。

人的資本関連
指標及び目標

リスク管理

ガバナンス

人材戦略

（１）経営戦略・ビジネスモデルと整合した人材戦略になっているか、（２）経営戦略の達成、ビジ
ネスモデルの維持・強化への貢献及びリスクの兆候を把握できる指標及び目標になっているか－これ
らをモニタリングし、管理し、監督するために用いるガバナンスのプロセス、統制及び手続

経営戦略の達成、ビジネスモデルの維持・強化・変革を牽引する要因となる人的資本の獲得・形成
（能力発揮や組織文化などの財務諸表に計上されていない無形資産を含む）及び投資戦略
（人材戦略）

経営戦略・ビジネスモデルの人的資本への依存・影響関係の維持可能性、不測の事態や変化を識別し、
評価し、優先順位付けし、対応するために用いるプロセス

経営戦略・ビジネスモデルの人的資本への依存・影響を踏まえ、いかに経営戦略達成の要因を人材戦
略が担っているか（取組みの内容・期待効果など）を可視化し、企業自身がその取組みの進捗状況・
改善状況の把握に用いている指標及び目標（独自指標と比較可能指標を組み合わせて開示）

29



（１）ガバナンス



ガバナンスに関する人的資本開示（SSBJ一般開示基準）

31

人的資本関連のリスク及び機会

人的資本関連の指標及び目標

人材戦略

ガバナンス

ガバナンス
機関

経営者等
他の機関

委任

9項(1)(2)(3)

リスク管理

9項(5)

9項(4)

10項(1)

9項(6)

10項(2)

（注）人的資本を含むサステナビリティ関連のリスク及び機会の監督が統合的に管理されている場合、人的資本関連のリスク及び機会の個別の開示ではなく、統合されたガバナンスの開示を行うこと
が考えられる。



人的資本開示 - ガバナンス (1/6)

32

投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 企業の持続的成長と中長期的な企業価値

の向上を実現するためには、経営戦略の
大きな方向性を示すとともに、経営戦略
実現に向け経営者に対する実効性の高い
監督を行うガバナンス機関（取締役会が
責任を負う場合は取締役会）が存在し、
適切に機能することが重要であると考え
られる。

 企業が経営戦略・ビジネスモデルと整合
し、その実現を支える人材戦略を策定・
実行するためには、ガバナンス機関（取
締役会が責任を負う場合は取締役会）が
その策定・実行状況を監督・モニタリン
グすることが重要である。

 人的資本関連のリスク及び機会を監督す
るガバナンス機関が存在する場合におい
ては、当該ガバナンス機関の名称、及び
人的資本関連の監督上の責任が、その役
割、権限、義務等にどのように反映され
ているかを開示することが考えられる。

（一般開示基準）
9. …サステナビリティ関連のリスク及び機会の監督に責任
を負うガバナンス機関又は個人に関して、次の事項を開示
しなければならない。
(1) サステナビリティ関連のリスク及び機会の監督に責任
を負うガバナンス機関の名称又は当該責任を負う個人の役
職名
(2) サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する責任
が、(1)の機関又は個人に与えられた役割、権限及び義務な
どの記述及びその他の関連する方針にどのように反映され
ているか
…

ガバナンス機関の名称、役割等

「考えられる開示」の例
（全サステナビリティ項目共通）取締役会の監督のもと、経営会議から委嘱を受けた○○、○○委員会は、サステナビリティ課題に取り組む。
＜取締役会＞

取締役会は、企業の中長期的な方向性を示す中長期経営計画を承認するとともに、それを支えるサステナビリティ課題（人的資本活用を含む）対応の基
本方針を決定する。また、経営会議から委嘱を受けた「サステナビリティ委員会」及び「人的資本活用本部」が、取り組みの進捗状況を四半期に一度、取
締役会に報告している。この報告を踏まえ、取締役会は、基本方針の執行状況を監督する。

（注）当ページ以降に記載されている「考えられる開示」の例は、企業A（テクノロジー企業）を念頭に、理解促進を目的として作成した架空の事例である。



人的資本開示 - ガバナンス (2/6)
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 人材戦略や人的資本に関するリスクや機

会に対してガバナンス機関が適切に機能
するための前提として、ガバナンス機関
が人材戦略や人的資本に関するリスクや
機会を監督するうえで必要となるスキル
及びコンピテンシーを明確にし、不足が
ある場合には、当該スキル及びコンピテ
ンシーを開発するための方策を検討する
ことが重要である。

 また、取締役会の構成員の多様性を確保
するための考え方の開示が有用な場合も
ある。

 ガバナンス機関が人材戦略を監督するた
めに必要となるスキル及びコンピテン
シーを備えているか、あるいは不足があ
る場合にはどのように開発する予定かに
ついて開示することが考えられる。

（一般開示基準）
9. …
(3) (1)の機関又は個人が、サステナビリティ関連のリスク
及び機会に対応するために定めた戦略を監督するための適
切なスキル及びコンピテンシーが利用可能であるかどうか
又は開発する予定であるかどうかについて、どのように判
断しているか
…

ガバナンス機関におけるスキル、コンピテンシー

「考えられる開示」の例
取締役会のスキル及びコンピテンシー（スキル等）については、取締役会に設置された指名委員会が、取締役候補選任の際に活用するスキルマトリック

スのスキル項目に、サステナビリティや人的資本活用を監督するために必要となるスキル等を含めることにより、取締役会による適切な監督が可能となる
よう努めている。さらに、外部有識者とのミーティングを設定し、スキル等の向上に努めている。当事業年度においては●●、●●を実施した。



人的資本開示 - ガバナンス (3/6)
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 ガバナンス機関において、人材戦略や人

的資本に関するリスクや機会に対して深
度ある監督を行うため、人材戦略の進捗
状況に関するパフォーマンス指標などを
用い、目標設定及び目標達成に向けた進
捗をモニタリングするために必要な情報
を適時に入手することが重要である。

 また、開催頻度や会議の内容等、重要な
課題に対する議論の状況がわかるような
情報開示は有用であるとの意見が投資家
から聞かれる。

 ガバナンス機関は人的資本関連のリスク
及び機会についてどのような頻度でどの
ような議論を行い、その際にどのような
情報を入手しているかについて開示する
ことが考えられる。

（一般開示基準）
9. …
(4) (1)の機関又は個人が、サステナビリティ関連のリスク
及び機会について、どのように、また、どの頻度で情報を
入手しているか
…

ガバナンス機関のモニタリング体制①

「考えられる開示」の例
AI技術を活用した自動運転の実用化という経営戦略の実現に必要な、スキル毎のソフトウェア開発要員の採用状況について、取締役会は四半期毎に○○

委員会から報告を受けている。採用計画に対して実績が未達となっている開発要員のうち、経営戦略の実現に特に影響を及ぼすことが見込まれる人材の採
用状況及び対応策について、四半期ごとに議論を行った。



人的資本開示 - ガバナンス (4/6)
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
同上  ガバナンス機関は経営戦略の実現という

観点から、人材戦略の進捗状況をどのよ
うに関連づけて監督しているのかについ
て開示することが考えられる。

（一般開示基準）
9. …
(5) (1)の機関又は個人が、企業の戦略、主要な取引に関す
る意思決定並びに当該企業のリスク管理のプロセス及び関
連する方針を監督するにあたり、サステナビリティ関連の
リスク及び機会をどのように考慮しているか（(1)の機関又
は個人が、それらのリスク及び機会に関連するトレードオ
フを考慮しているかどうかを含む。）
…

ガバナンス機関のモニタリング体制②

「考えられる開示」の例
取締役会では、中期経営計画の遂行を支える重要事項として、サステナビリティ課題（人的資本活用を含む）への基本方針の審議を行う。当事業年度に

おいては、●●、●●、●●につき審議を行った。



人的資本開示 - ガバナンス (5/6)

投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 人材戦略に関する目標設定や、進捗に対

するモニタリングに関する開示は、投資
家にとって重要な情報であると考えられ
る。例えば、将来あるべき人材ポート
フォリオの策定やその獲得手段について、
外部の競争環境を踏まえ、社外取締役等
の客観的な視点も踏まえ、計画の妥当性
についてモニタリングしているか、と
いった開示は有益であると考えられる。

 経営計画の実現において重要となる、人
的資本関連のパフォーマンス指標が、役
員報酬の算定に反映されることは、取締
役会が人的資本のリスクや機会を監督す
る場合に、人材戦略の透明性と監督の実
効性を高めることに寄与すると考えられ
る。

 人材戦略に関するパフォーマンス指標な
どの目標設定をどのように監督し、目標
達成に向けた進捗をどのようにモニタリ
ングしているのかについて開示すること
が考えられる。

（一般開示基準）
9. …
(6) (1)の機関又は個人が、サステナビリティ関連のリスク
及び機会に関連する目標の設定をどのように監督し、それ
らの目標の達成に向けた進捗をどのようにモニタリングし
ているか（第39項参照）。これには、次の事項が含まれる。 
① 関連するパフォーマンス指標が報酬に関する方針に含ま
れている場合、どのように含まれているか 
② 関連するパフォーマンス指標が報酬に関する方針に含ま
れていない場合、その旨

ガバナンス機関のモニタリング体制③
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「考えられる開示」の例
取締役会において、経営戦略の実現に必要なソフトウェア開発要員の採用目標が経営戦略を踏まえ適切に設定されているかを監督するとともに、四半期

毎に、進捗状況をモニタリングしている。なお、詳細な検討については、○○委員会に委任した上で報告を受けている。
また、サステナビリティへの取り組みの監督が、より実効的なものとなるようにするため、役員報酬の中長期業績連動報酬の評価項目に、サステナビリ
ティ事項等（サステナビリティ関連：GHG排出量など、人的資本関連：エンゲージメントスコアなど）を含めている。（詳細は、役員報酬を参照）



投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 経営戦略と、それを支える人材戦略の実

現可能性を高めるうえで、監督と執行の
役割の明確化、すなわち、ガバナンス機
関と経営者の役割、その関係性を明確化
することは重要である。

 人的資本関連のリスク及び機会をモニタ
リングし、管理し、監督するために用い
るガバナンスのプロセス、統制及び手続
に関する役割が CHRO や経営者等が関
与する委員会等に委任されている場合に
はそれに関する開示を行うことが考えら
れる。

（一般開示基準）
10. …サステナビリティ関連のリスク及び機会をモニタリ
ングし、管理し、監督するために用いるガバナンスのプロ
セス、統制及び手続における経営者の役割に関して、次の
事項を開示しなければならない。
(1)具体的な経営者若しくはこれに準ずる者（本項において
「経営者等」という。）又は経営者等が関与する委員会そ
の他の機関への役割の委任に関する次の情報
①役割が具体的な経営者等又は経営者等が関与する委員会
その他の機関に委任されている場合、次の事項
ア. 経営者等の役職名又は委員会その他の機関の名称
イ. 経営者等又は委員会その他の機関に対し、どのように監
督が実施されているか
…
(2)経営者によるサステナビリティ関連のリスク及び機会の
監督を支援するための統制及び手続に関する次の情報
①経営者が、サステナビリティ関連のリスク及び機会の監
督を支援するために、所定の統制及び手続を用いている場
合、これらの統制及び手続がその他の内部機能とどのよう
に統合されているか
…

ガバナンス機関から経営者等が関与する委員会等への委任

人的資本開示 - ガバナンス (6/6)
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「考えられる開示」の例
＜経営陣＞
執行においては、サステナビリティ領域を、「①サステナビリティ全般」と「②人的資本」の二つに分け、取締役会で決定された基本方針の執行状況を監
督している。
  ①サステナビリティ全般：経営会議の傘下に、CEOを委員長とし、関連する事業部門のヘッドをメンバーとする「サステナビリティ委員会」を設置、サス
テナビリティ課題への基本方針に基づいた執行の進捗状況をモニタリングし、四半期に一度、経営会議、取締役会への報告を実施している。
  ②人的資本：経営会議の傘下に、CEOを委員長とし、CHRO及び主要な事業部門のマネジメントが参加する「人的資本活用本部」を設置、人的資本に関す
る基本方針に基づいた執行の進捗状況をモニタリングし、四半期に一度、経営会議、取締役会への報告を実施している。なお、当社のCHROはCEOとともに
人材戦略の策定・実行に対する責任及び権限を有している。



（2）戦略



戦略に関する人的資本開示（SSBJ一般開示基準）
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経営戦略・ビジネスモデル

人的資本関連のリスク及び機会

人材戦略
23項

14項

F/S

17項
(3)(4)

17項
(1)(2)

（影響）人的資本への投資

（依存）経営戦略達成に必要な労働力

人的資本 企業

人的資本への依存・影響

15項

24項



人的資本開示 – 戦略 (1/10)
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 産業構造や事業環境が急速に変化する中

で自社のビジネスモデルを長期的に持
続・成長させるためには、企業のキャッ
シュ・フロー等に重要な影響を与えると
考えられる人的資本関連のリスク及び機
会を把握することは重要である。

 また、投資家にとっても、このような人
的資本関連のリスク及び機会を理解する
ことは、企業価値評価の観点から重要で
ある。

 企業のキャッシュ・フロー等に重要な影
響を与えると考えられる人的資本関連の
リスクと機会を開示することが考えられ
る。

（一般開示基準）
14. 企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサ
ステナビリティ関連のリスク及び機会について、次の事項
を開示しなければならない。
(1) 「適用基準」第 36 項に従い識別した、企業の見通し
に影響を与えると合理的に見込み得るサステナビリティ関
連のリスク及び機会
…

人的資本関連のリスク及び機会①

「考えられる開示」の例
将来、自動運転の活用が広がることが予想されることから、この潮流に対応できるか否かは、当社の将来の競争力、収益力に大きな影響を及ぼ
すと予想する。この対応において特に重要となるのは、自動運転の実用化に必要な「AI分野の高度専門人材」及び「ソフトウェア開発要員」の
確保であると考え、人的資本における最も重要なリスクと機会として識別している。



人的資本開示 – 戦略 (2/10)
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 企業が属する産業の特性等を踏まえ、投

資及びビジネスのサイクル、意思決定や
資本配分計画に用いられる期間は企業ご
とに異なると考えられる。

 このため、人的資本関連のリスク及び機
会の影響が生じると見込まれる時間軸を
企業がどのように考えているかは投資家
にとって重要な情報である。

 人的資本関連のリスク及び機会の影響が
生じると考えられる時間軸を短期、中期
又は長期で表すとともに、企業による短
期、中期、及び長期の定義や、これらの
定義と企業が戦略的意思決定に用いる計
画期間との関係を説明することが考えら
れる。

（一般開示基準）
14. …
(2) (1)のサステナビリティ関連のリスク及び機会のそれぞ
れについて、その影響が生じると合理的に見込み得る時間
軸（短期、中期又は長期により表す。）
(3) 企業による「短期」、「中期」及び「長期」の定義 
(4) (3)の定義と企業が戦略的意思決定に用いる計画期間と
の関係

人的資本関連のリスク及び機会②

「考えられる開示」の例
当社では、10年後のありたい姿＜人々の新しいライフスタイルと安全に貢献できる企業になる＞と、3年ごとの中期経営計画を策定し、それに基
づき、企業経営を行っているが、自動運転への対応が、この中期経営計画の柱のひとつとなっている。
リスクと機会として識別した「AI分野の高度専門人材」及び「ソフトウェア開発要員」の確保は、この経営計画と連動したものとなるため、経
営計画と同様の時間軸を採用し、「短期」1年、「中期」3年、「長期」10年とする。



人的資本開示 – 戦略 (3/10)
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 投資家は、人的資本関連のリスク及び機

会を理解することで、企業がどのような
ビジネスモデルを構築しているのか、既
存のビジネスモデルにどのような変革が
求められるのか、又は変革しようとして
いるか等についての理解を深めることが
できる。

 経営戦略の実現のために必要な人材を確
保するため、競争力のある報酬水準の設
定を含む企業の人材戦略に関する情報は
有益である。

 生成AIの普及等により、「あるべき組
織・人材の姿」「必要となる人的資本投
資」が変化する場合に、企業はどのよう
な対応をしようとしているのか、に関す
る情報を示すことは有益である。

 人的資本関連のリスク及び機会が、企業
のビジネスモデル等に与える現在及び将
来予想される重要な影響を開示すること
が考えられる。

（一般開示基準）
15. 企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサ
ステナビリティ関連のリスク及び機会について、次の事項
を開示しなければならない。
(1) サステナビリティ関連のリスク及び機会が現在の企業
のビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与えている
影響
(2) サステナビリティ関連のリスク及び機会が将来の企業
のビジネス・モデル及びバリュー・チェーンに与えると予
想される影響
…

人的資本関連のリスク及び機会がビジネスモデル等に与える影響①

「考えられる開示」の例
自動運転に対する需要は、将来加速度的に高まると考えられる。このため、「AI分野の高度専門人材」及び「ソフトウェア開発要員」の確保が、
当社のビジネスモデルに与える影響も、将来急速に高まると予想される。
このような状況を踏まえ、グローバルで有能な人材を採用するため、人事制度をグローバルで統一し、海外競合他社と比べても競争力のある採
用を行える処遇を実現する。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 人的資本関連のリスク及び機会が、ビジ

ネスモデルのどの部分に、どのような影
響を与えるかを具体的に示すことにより、
企業が策定する人材戦略に対する投資家
の理解が深まり、人材戦略に基づく投資
家の判断はより適切なものとなると考え
られる。

 人的資本関連のリスク及び機会が、企業
のビジネスモデルやバリューチェーンの
どこに集中しているかを開示することが
考えられる。

（一般開示基準）
15. …
(3) 企業のビジネス・モデル及びバリュー・チェーンにお
いて、サステナビリティ関連のリスク及び機会が集中して
いる部分

人的資本関連のリスク及び機会がビジネスモデル等に与える影響②

「考えられる開示」の例
当社のビジネスモデルの中で、自動運転の実用化の影響を最も大きく受けるのは、当該関連業務を行う、○○エレクトロニクス部門であると考
えている。なお、当部門は、将来的には、当社の成長を牽引する主要部門となることが期待されており、長期的には全社のビジネスモデルにも
大きな影響を及ぼすものと予想している。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 人的資本への投資は、財務諸表上その大

半が費用計上されることから、短期的に
は利益を押し下げ、資本効率を低下させ
る側面がある。しかし、人的資本への投
資は、成長や企業価値向上に直結する戦
略投資であるとの認識が、企業のみなら
ず、投資家においても広がりつつある。

 財務諸表と人的資本情報のコネクティビ
ティが確保されることにより、財務諸表
で開示される情報と投資家が必要とする
情報とのギャップを補足することができ
る場合がある（定量的に示すことができ
ない場合は、定性的な説明も有用な情報
となる場合がある）。

 人的資本関連のリスク及び機会が企業の
当期の財政状態、経営成績及びキャッ
シュ・フローに与えた影響を定量的・定
性的に開示することが考えられる

（一般開示基準）
17. 第16項(1)及び(2)について、具体的には、次の事項に
関する定量的及び定性的情報を開示しなければならない。
(1) サステナビリティ関連のリスク及び機会が、当報告期
間において、企業の財政状態、財務業績及びキャッシュ・
フローに与えた影響 
(2) (1)のサステナビリティ関連のリスク及び機会のうち、
翌年次報告期間において、関連する財務諸表に計上する資
産及び負債の帳簿価額に重要性がある影響を与える重大な
リスクがあるもの
…

人的資本関連のリスク及び機会による財務的影響①

「考えられる開示」の例
「自動運転の実用化に必要なAI分野の高度専門人材、ソフトウェア開発要員」の確保という人材戦略に基づき、米国の研修機関と共同でAIソフ
トウェア開発要員育成研修を実施し、当期の研修費用に□□億円計上した。



人的資本開示 – 戦略 (6/10)

投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 人材戦略が企業の将来のキャッシュ・フ

ロー等に与える影響は、人的資本開示の
中でも、最も重要な情報であるとの意見
が投資家から聞かれる。

 このため、人材戦略が、企業の将来の
キャッシュ・フローや財務諸表に与える
影響が投資家に理解できるよう開示する
ことが期待される（定量的に示すことが
できない場合は、定性的な説明のみでも
有用な情報となりうる）。

 人的資本関連のリスク及び機会を管理す
る企業の戦略（人材戦略）が将来の財政
状態、経営成績、キャッシュ・フローに
及ぼす影響などを定量的・定性的に開示
することが考えられる

（一般開示基準）
17. …
(3) サステナビリティ関連のリスク及び機会を管理する企
業の戦略を踏まえた、短期、中期及び長期における、企業
の財政状態の変化に関する見込み。…
(4) サステナビリティ関連のリスク及び機会を管理する企
業の戦略を踏まえた、短期、中期及び長期における、企業
の財務業績及びキャッシュ・フローの変化に関する見込み 

企業の人材戦略を踏まえた財務的影響②

45

「考えられる開示」の例
①自動運転の実用化に必要な、AI分野のソフトウェア開発要員の研修費用は、当期は□□億円だが、1年後には□□億円、3年後には□□億円、
10年後には□□億円と増やす計画である。これに伴い、全社の研修費用に占める割合も、各々、現状□％、1年後□％、3年後□％、10年後□％
に増加する計画となっており、研修費用の重点分野への効率的な配分を行う。

②なお、「自動運転の実用化に必要なAI分野の高度専門人材、ソフトウェア開発要員」の確保の機会面の将来の財務的な影響については、他の
影響から区分して識別することは難しい。しかし、この研修を通じて育成される人材は、将来、大きなマーケットとなる自動化運転分野におい
て、当社の競争力を支える重要な人材となり、将来的な売上高や利益の増加にもつながると考えている。具体的には、当社の掲げる中期経営計
画：売上高□□億円、利益□□億円、ROIC□％、ありたい姿で掲げる、売上高□□億円、利益□□億円、ROIC□％の達成に大きく寄与すると
予想している。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 経営戦略から生じる人的資本関連のリス

ク及び機会、また、それらのリスクや機
会を踏まえた人材戦略や人的資本への投
資を明瞭かつロジカルに関連付けること
で、企業は自社の経営戦略と人材戦略を
統合的なストーリーとして説明（論理展
開）することができる。

 人材戦略及び意思決定において、人的資
本関連のリスク及び機会にどのように対
応してきたか、また、今後対応する計画
であるかを開示することが考えられる。

（一般開示基準）
23. 企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得るサ
ステナビリティ関連のリスク及び機会について、次の事項
を開示しなければならない。
(1) 企業の戦略及び意思決定において、サステナビリティ
関連のリスク及び機会にどのように対応してきたか、また、
今後対応する計画であるか 
…

人的資本関連のリスク及び機会が人材戦略及び意思決定に与える影響①
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「考えられる開示」の例
「自動運転の実用化に必要なAI分野の高度専門人材、開発要員を確保できるか否か」に関する人材戦略として、「人材高度化プロジェクト」を
立ち上げ、以下の2段階で対応を進めることを考えている。

（①外部人材の登用）
   現状、当社には、AI分野のスキルは乏しく、「人材高度化プロジェクト」を開始するにあたり、AI分野の最先端の経験を持つ外部人材の採用
が欠かせないと考えている。このため、プロジェクトのリーダーについては、外部から採用した人材を登用し、人材高度化において必要となる、
教育プログラムやルールの整備を行っている。

（②社員のスキルアップ）
   自動化の潮流に対応し、ビジネスモデルを変革するには、一部の人間だけでなく、少なくとも、○○エレクトロニクス部門の社員全員が、AI
の重要性を理解し、社員のスキルのアップを図る必要がある。このため、「人材高度化プロジェクト」チームが、当社独自の教育システムを構
築し、○○エレクトロニクス部門を中心に人材のリスキリングにあたる。そして、リスキリングの進捗段階をA～Eの5段階にわけ、人材確保の状
況を把握している。今後は、この当社独自の教育システムによるリスキリングを継続する。また、AI高度化人材の確保においては、リスキリン
グだけではなく、働きやすい環境など企業風土の改革も重要と考えている。このため、職場環境改善に向けた様々な施策を行う計画である。こ
のような社員の状況を把握するにあたっては、エンゲージメントスコアなどをモニタリングし、職場環境の整備に努める。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 人材戦略の進捗状況・分析・課題等が示

されることは投資家の投資判断にとって
有益である。

 過去に策定された人材戦略における計画
とその後の進捗状況の開示は、新しく策
定される人材戦略の意義や方向性を明確
化するものであり、重要な情報となる。

 過去に開示した計画に対する進捗につい
て説明することが考えられる。

（一般開示基準）
23. …
(2) 過去の報告期間に開示した計画に対する進捗（定量的
及び定性的情報を含む。） 
…

人的資本関連のリスク及び機会が人材戦略及び意思決定に与える影響②

「考えられる開示」の例
過去に開示したソフトウェア開発要員の採用・育成計画に対する当年度までの採用・育成人数。現状、リスキリングの進捗がB段階以上の人数は、
□□人となっている。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 ある人的資本関連のリスク及び機会と別

のサステナビリティ関連のリスク及び機
会との間にトレードオフの関係がある場
合がある。

 サステナビリティトピック間の関連性に
関する開示は投資家にとって有用な情報
になる場合がある。

 人的資本関連のリスク及び機会に関連す
るトレードオフがある場合には、説明を
行うことが考えられる。

（一般開示基準）
23. …
(3) (1)の対応を決定するにあたり考慮した、サステナビリ
ティ関連のリスク及び機会の間のトレードオフ

人的資本関連のリスク及び機会が人材戦略及び意思決定に与える影響③

「考えられる開示」の例
（①人的資本関連のリスクと機会との間のトレードオフ）

○○エレクトロニクス部門に人的資本を含め、経営資源を投入するには、足元では収益性が高いが将来的には成長が見込まれない他の事業部
門を縮小するなど、事業ポートフォリオ改革も、同時に実施する必要がある。この縮小部門における社員については、○○エレクトロニクス部
門に異動させるとともに、上記の教育プログラム等を通じ、当社の成長に資する人材となるようにリスキリングを実施する。

（②サステナビリティトピック間のトレードオフ）
M&Aにより他社のAI事業部門を買収することによる、AI分野の高度専門人材・ソフトウェア開発要員を確保できる機会と、被買収部門が有す

るAIデータセンターの大量の電力消費に伴うGHG排出量の大幅な増加との間のトレードオフ。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 人材戦略は長期的な戦略であるため、企

業の将来に対する様々な想定に基づき策
定される。従って、どのような想定に基
づき人材戦略が策定されているか、また、
その想定が外れた場合に人材戦略の有効
性を保つためにどのような方策をとるこ
とを考えているのかを投資家が理解でき
るように示すことは、人材戦略に対する
投資家の確信度を高めることにつながる。

 人的資本関連のリスクから生じる不確実
性はどのようなものか、当該不確実性に
対して企業の戦略及びビジネスモデルの
レジリエンスについて評価し説明するこ
とが考えられる。また、評価にあたり考
慮した時間軸についても説明することが
考えられる。

（一般開示基準）
24. サステナビリティ関連のリスクから生じる不確実性に
対応する企業の能力（レジリエンス）について、次の事項
に関する情報を開示しなければならない。
(1) サステナビリティ関連のリスクに関連する、報告期間
の末日における戦略及びビジネス・モデルのレジリエンス
に関する定性的評価 
…
25. 第24項に従い開示する情報には、次の事項も含めなけ
ればならない。
…
(2)レジリエンスの評価にあたり考慮した時間軸

レジリエンス
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「考えられる開示」の例
○○の調査によれば、労働人口減少とともに、長期的に、日本国内における人手不足が更に深刻となること、特に、ITやAI分野での専門人材

が逼迫することが示されている。
このような中、「AI分野の高度専門人材・ソフトウェア開発要員の確保」という人材戦略を実行する際のリスクとして、外部から想定してい

た人材が獲得できない、あるいは、研修により、育成した社員を育成が退社することにより、必要な人材が確保できなくなるリスクがあると考
えている。

人材戦略のレジリエンスを高めるため、「戦略」の項目で記載した、職場環境の整備により、AI分野の高度専門人材及びソフトウェア開発要
員の確保に努めるとともに、「リスク管理」のプロセスを通じ、戦略の進捗状況を把握する。また、取締役会にも、その状況を報告し、必要に
応じ、中期・長期の人材戦略も含め、人材戦略の達成に向け、修正することとしている。なお、状況が変化した場合に追加で必要となる人件費、
及び、研修費用の原資も確保しており、戦略の修正に応じて、必要な対応を行えるようにしている。



（3）リスク管理



リスク管理に関する人的資本開示（SSBJ一般開示基準）
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人的資本関連のリスク及び機会

人的資本関連の指標及び目標

人材戦略ガバナンス

リスク管理

29項(1)

29項(3) 

優先順位付け

モニタリング

識別

評価

機会リスク

29項(2)

優先順位付け

モニタリング

識別

評価

全体的なリスク管理プロセス
（統合されている程度）

（注）人的資本を含むサステナビリティ関連のリスク及び機会の監督が統合的に管理されている場合、人的資本関連のリスク及び機会の個別の開示ではなく、統合されたリスク管理の開示を行うこと
が考えられる。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 企業がどのような情報（インプット）に

基づき、人的資本関連リスクを識別・評
価・優先順位付け・モニタリングしてい
るかに関する情報は、投資家による企業
のリスク管理活動の妥当性の評価に役立
つ。そのため、投資家はこのような情報
に関心を持つ。

 人的資本関連のリスクを管理するための
プロセスを開示することが考えられる。

 また、リスク管理に企業が用いるイン
プット等に関する情報（例えば、データ
の情報源）を開示することが考えられる。

（一般開示基準）
29. …次の事項を開示しなければならない。
(1) 企業がサステナビリティ関連のリスクを識別し、評価
し、優先順位付けし、モニタリングするために用いるプロ
セス及び関連する方針に関する情報。これには、次の情報
を含む。
①企業が用いるインプット等に関する情報（例えば、デー
タの情報源及び当該プロセスの対象となる事業の範囲に関
する情報）
…

人的資本関連のリスクを管理するためのプロセス①

「考えられる開示」の例
CEOを委員長とし、CHROなどが参加する「人的資本活用本部」が、当社の中長期経営計画の遂行において重要となる、人的資本の活用におけるリスクと

機会の識別、評価、優先順位づけ、モニタリングを実施している。また、四半期に一度、取締役会に実施状況を報告し、課題がある場合には、基本方針を
追加・変更している。

データの情報源：ソフトウェア開発要員の給与水準のベンチマーク
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
同上  人的資本関連のリスクの影響の性質、発

生可能性及び規模の評価方法を開示する
ことが考えられる。

（一般開示基準）
29. …
(1) …
②サステナビリティ関連のリスクを識別するためのシナリ
オ分析に関する次の情報
ア. サステナビリティ関連のリスクを識別するためにシナリ
オ分析を用いている場合、その利用方法に関する情報
…
③サステナビリティ関連のリスクの影響の性質、発生可能
性及び規模の評価方法に関する情報（例えば、定性的要因、
定量的閾値又はその他の規準を考慮しているかどうか）
…

人的資本関連のリスクを管理するためのプロセス②

「考えられる開示」の例
「人的資本活用本部」は、中長期経営計画の遂行において必要となる、人的資本の活用におけるリスクと機会の項目を識別するが、識別に際し、予想さ

れる「企業の見通し（将来のキャッシュ・フロー、資本コスト等）」に対する「影響度」と「蓋然性」を考慮する。ソフトウェア開発要員を確保できない
リスクの蓋然性を中程度と見積り、当該リスクが顕在化した場合、ソフトウェア開発の遅延、ひいては自動運転技術の確立の遅延により、キャッシュ・フ
ローに高程度の影響が見込まれると判断した。開発要員の確保ができないリスクの蓋然性は、開発要員に求められるスキルの労働市場における希少性に基
づき、評価を実施した。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
同上  他の種類のリスクと比べて高い優先順位

を付けている場合、どのように高い優先
順位を付けているかを開示することが考
えられる。

（一般開示基準）
29. …
(1) …
④サステナビリティ関連のリスクの優先順位付けに関する
次の情報
ア. 他の種類のリスクと比べてサステナビリティ関連のリス
クに高い優先順位を付けている場合、どのように高い優先
順位を付けているかに関する情報
イ. 他の種類のリスクと比べてサステナビリティ関連のリス
クに高い優先順位を付けていない場合、その旨
…

人的資本関連のリスクを管理するためのプロセス③

「考えられる開示」の例
リスクと機会の優先順位付けは、上記のとおり、「企業の見通し」への影響度と蓋然性を踏まえ、実施するが、中長期経営計画の遂行において課題が生

じ、それが、人的資本の活用が要因と認識できた場合には、人的資本関連の新たなリスクと機会を設定したり、リスクと機会の優先順位を変更することも
ある。

特に希少性の高い●●のスキルを有するソフトウェア開発要員の確保については、リスクが顕在化する可能性が高いと判断し、高い優先順位を付けた。

外注が可能なソフトウェア開発と外注が困難なソフトウェア開発に分けて分析し、後者のスキルを有するソフトウェア開発要員の確保に高い優先順位を
付けた。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
同上  人的資本関連のリスクをモニタリングす

る方法を開示することが考えられる。
（一般開示基準）
29. …
(1) …
⑤サステナビリティ関連のリスクをモニタリングする方法
に関する情報
…

人的資本関連のリスクを管理するためのプロセス④

「考えられる開示」の例
識別したリスクと機会をモニタリングするため、人材戦略の進捗状況を適切に計測できる指標と目標を設定し、進捗状況の評価を行っている。
ソフトウェア開発要員を必要となるスキルに基づき細分化し、スキル毎の採用予定人数に対する四半期毎の採用実績人数の推移を継続的に集計し、○○

委員会に報告。○○委員会において、進捗状況を踏まえ、●●を実施することとした。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
同上  企業がリスク管理プロセスを変更した場

合、変更の内容を開示することが考えら
れる。

（一般開示基準）
29. …
(1) …
⑥企業が用いるプロセスの変更に関する次の情報
ア. 前報告期間と比較して、企業が用いるプロセスを変更し
た場合、変更の内容に関する情報
イ. 前報告期間と比較して、企業が用いるプロセスを変更し
ていない場合、その旨

人的資本関連のリスクを管理するためのプロセス⑤

「考えられる開示」の例
ソフトウェア開発要員の採用計画に対する実績が乖離しつつあることから、モニタリングの頻度を月次に増やすとともに、●●の対応も行うこ

ととした。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 リスクのみならず、機会についても管理

が行われている場合において、企業の管
理プロセスに関する情報は、投資家に
とって有益となる場合がある。

 人的資本関連の機会を管理するプロセス
について開示することが考えられる。

（一般開示基準）
29. …
(2) サステナビリティ関連の機会を識別し、評価し、優先
順位付けし、モニタリングするために用いるプロセスに関
する情報

人的資本関連の機会を管理するためのプロセス

「考えられる開示」の例
多数のソフトウェア開発要員を短期間で確保するため、自動運転技術のスタートアップ企業に対するM&Aの可否に関し、外部の調査会社から

継続的に情報を収集するとともに、●●を実施。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 企業は、全社的リスク管理の一環として、

サステナビリティ関連のリスク及び機会
を識別し、評価し、対応するための確立
されたプロセスを有していることが多い。

 こうした中、人的資本関連のリスク管理
プロセスが、全社的リスク管理にどのよ
うに統合されているかに関する情報は、
投資家による企業のリスク管理活動の妥
当性の評価に役立つ。そのため、投資家
はこのような情報に関心を持つ。

 人的資本関連のリスク管理プロセスが、
全社的リスク管理にどのように統合され
ているかを開示することが考えられる。

（一般開示基準）
29. …
(3) サステナビリティ関連のリスク及び機会を識別し、評
価し、優先順位付けし、モニタリングするために用いるプ
ロセスが、全体的なリスク管理プロセスに統合され、用い
られている程度、並びにその統合方法及び利用方法に関す
る情報

全体的なリスク管理プロセスにおける人的資本関連のプロセスの位置付け

「考えられる開示」の例
人的資本に関連するリスクについては、社長を委員長とする○○委員会において深度ある議論を実施し、重要事項については、経営会議・取締

役会に報告する体制をとっている。また、経営会議・取締役会においては、全社的リスク管理の一環として、他のビジネスリスクやサステナビ
リティ関連のリスクとともに重要な人的資本に関連するリスクについても議論を行っている。



（4）指標と目標



指標と目標に関する人的資本開示（SSBJ一般開示基準）
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開示する目標

開示する指標(注2)

(注1)SASBスタンダード、ISSB基準及びその付属ガイダンス、CDSB適用ガイダンス、GRIスタンダード、ESRS、その他の基準設定主体による公表文書等
(注2)開示する指標には、企業に関連する産業別の指標のうち、主なものを含めなければならない[33項]

サステナビリティ
開示基準が要求する

指標か？

ガイダンスの情報源
(注1)から得た指標

か？

・サステナビリティ開示基準が要求する指標があれば開示
（※現時点において人的資本の指標の開示を求める個別基準は未設定）

Yes

No ・情報源（ガイダンスの名称）
・情報源の指標（指標の名称）

・指標の定義（情報源、情報源の指標と異なる点を含む）
・算定方法、算定に用いたインプット 等

32項(1)

35項

36項(1)①、(4)
等

Yes

No
（企業が独自に作成した指標）

比
較
可
能
な
指
標

独
自
の
指
標

・人材戦略の目標達成に向けて企業が設定した目標
・法令により要求される目標

・定量的又は定性的目標
・目標の期間、マイルストーン、中間目標、目標に対する実績 等

一般開示基準

39項

ガイダンスの情報源
(注1)の指標に企業が
調整を加えたか？

No

・指標の定義
・算定方法、算定に用いたインプット 等

36項(1)②、(4)
等

Yes
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 企業が長期的かつ持続的に企業価値を向

上させるためには、経営戦略を実現する
ための人材戦略の進捗状況を指標を用い
てモニタリングすることが重要である。

 人材戦略の影響が財務諸表へ反映される
までには時間がかかるため、人材戦略の
進捗状況をこのような指標を用いて示す
ことは、人材戦略の成果を示す上で重要
である。

 企業ごとに経営戦略・ビジネスモデルが
異なる中で、企業固有の経営課題に取り
組むための人材戦略と、その進捗状況を
把握するための独自性のある指標を用い
て取締役会の議論に役立てることが重要
である。また、このような指標を開示す
ることが有用である。

 企業のキャッシュ・フロー等に重要な影
響を与えると考えられる人的資本関連の
リスク及び機会、関連する企業のパ
フォーマンスをモニタリングするために
企業が用いている指標を開示することが
考えられる。その際、自社の人材戦略・
人的資本投資のモニタリングにおいて重
要な独自性のある指標と、これに加えて、
投資家が企業間比較をするために用いる
指標を組合せて開示することが考えられ
る。

 また、関連する目標がある場合には、目
標に向けた進捗状況を開示することが考
えられる。

（一般開示基準）
32. …企業の見通しに影響を与えると合理的に見込み得る
サステナビリティ関連のリスク及び機会のそれぞれについ
て、次の事項を開示しなければならない。
(1) 適用されるサステナビリティ開示基準が要求している
指標
(2) 次のものを測定し、モニタリングするために企業が用
いている指標
 ①識別したサステナビリティ関連のリスク又は機会
②識別したサステナビリティ関連のリスク又は機会に関連
する企業のパフォーマンス（企業が設定した目標及び企業
が活動する法域の法令により満たすことが要求されている
目標がある場合、当該目標の達成に向けた進捗を含む。） 

指標の開示①
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指標の開示②

「考えられる開示」の例
【戦略】で示した、人材戦略の達成に向けた目標と、達成に向けた進捗をモニタリングするため、以下の指標を設定している。なお、前年から

の変更はない。
現在    1年後     3年後      10年後

○○エレクトロニクス部門
AI分野の高度専門人材     □□人  □□人  □□人 □□人
ソフトウェア開発要員     □□人 □□人  □□人 □□人

＜働きやすい職場環境＞
エンゲージメントスコア □％  □％ □％   □％
退職率 □％ □％ □％   □％
有給休暇取得率 □％  □％ □％ □％

・・・・・・・・・・
＊1：「ソフトウェア開発要員」は、当社研修プログラムで、Bクラス以上と認定された人材（A～Eクラスの具体的な要件は□□ページ参照）
＊2：「エンゲージメントスコア」は、正社員を対象とする従業員サーベイにおける肯定的回答率であり、●●、●●、●●の質問項目から構成
される。

「AI分野の高度専門人材」「ソフトウェア開発要員」の採用・育成は、計画どおり順調に進んでいる。一方、「エンゲージメントスコア」の改
善においては、●●の理由により計画を下回ると分析しており、今後、＜働きやすい職場環境＞の改善に注力するとともに、●●の施策を打ち
出す予定。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 比較可能性の観点から、投資家が既存の

サステナビリティ開示基準・フレーム
ワーク等に定められた指標を重視する場
合がある。

 比較可能性のある指標についても、人的
資本関連のリスク及び機会、人材戦略と
紐付けて説明されることが期待される。

 既存のサステナビリティ開示基準・フ
レームワーク等で示されている人的資本
に関する指標を使用する場合、引用元等
の情報を開示することが考えられる。

（一般開示基準）
35. サステナビリティ開示基準以外の情報源から得た指標
を開示する場合、当該情報源及びその得た指標を開示しな
ければならない。

比較可能性のある指標
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 既存の基準・フレームワーク等で示され

ている人的資本に関する指標に企業が調
整を加えた指標である場合においては、
当該事項が投資家に理解できるように開
示されることは、有益であるとの意見が
聞かれる。

 企業が独自性のある指標を開示する場合
で、このような指標が既存のサステナビ
リティ開示基準・フレームワーク等で示
されている人的資本に関する指標に企業
が調整を加えた指標である場合、投資家
が指標を理解するための前提情報として、
以下を開示することが考えられる。
指標の定義（引用元のサステナビリ

ティ開示基準・フレームワーク及びど
のように調整を加えたか等）

算定方法
算定に用いたインプット等

（一般開示基準）
36. 企業が作成した指標を開示する場合、次の事項を開示
しなければならない。 
(1) 指標の定義。これには、次の事項が含まれる。
 ① 当該指標がサステナビリティ開示基準以外の情報源から
得た指標を調整したものである場合、どの情報源から得た
のか、また、開示する指標がその情報源で定める指標とど
のように異なるか 
…
(2) 指標が絶対指標、相対指標又は定性的指標のいずれで
あるか 
(3) 第三者による指標の認証に関する次の情報
 ① 指標が第三者によって認証されている場合、認証者の名
称 
 ② 指標が第三者によって認証されていない場合、その旨 
(4) 指標の算定に用いた方法及びその算定に用いたイン
プット（用いた算定方法の限界及び置いた重大な仮定を含
む。） 

独自性のある指標①
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 同業種であっても、企業戦略は企業ごと

に様々であり、これを支える人材戦略も
様々なものとなることが想定される。
従って、人材戦略の進捗を測定する指標
も企業独自のものとなる可能性が高いと
想定される。なお、創造性と生産性の向
上に資する人的資本関連の指標が開示さ
れると有益であるとの意見もある。

 一方、独自性のある指標が用いられる場
合、当該指標の定義や算定方法等の開示
は、投資家が人材戦略の進捗状況を理解
する上で重要な情報となる。

 企業が独自性のある指標を開示する場合
で、上記以外の指標を用いる場合、投資
家が指標を理解するための前提情報とし
て、以下を開示することが考えられる。
指標の定義（企業独自で作成した指標

である旨を含む）
算定方法
算定に用いたインプット等

（一般開示基準）
36. 企業が作成した指標を開示する場合、次の事項を開示
しなければならない。 
(1) 指標の定義。これには、次の事項が含まれる。
…
 ② 当該指標がサステナビリティ開示基準以外の情報源から
得た指標を調整したものではない場合、その旨
(2) 指標が絶対指標、相対指標又は定性的指標のいずれで
あるか 
(3) 第三者による指標の認証に関する次の情報
 ① 指標が第三者によって認証されている場合、認証者の名
称 
 ② 指標が第三者によって認証されていない場合、その旨 
(4) 指標の算定に用いた方法及びその算定に用いたイン
プット（用いた算定方法の限界及び置いた重大な仮定を含
む。） 

独自性のある指標②

「考えられる開示」の例
既存のサステナビリティ開示基準・フレームワーク等において、参考にできる指標がなかったことから、自動運転の実用化に必要なソフトウェ

ア開発要員が満たすための要件を具体的に●●、●●と定め、当該要件を満たすソフトウェア開発要員数を企業独自の指標として定義した。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 時系列で人材戦略の進捗状況を把握する

ためには、指標の定義や算定方法は一貫
性が確保されることが重要であるが、指
標の変更は、重要な経営戦略・人材戦略
の変更による場合もあるため、その理由
が開示されることは投資家にとって重要
な情報となりうる。

 過去に開示した指標を変更後の定義や算
定方法を用いて更新することは、期間比
較可能性を向上させることにより、投資
家に有用な情報を開示することとなる場
合がある。

 指標の定義や算定方法を変更した場合、
変更内容や変更の理由、過去に開示した
指標を変更後の定義や算定方法を用いて
更新した指標を開示することが考えられ
る。

 さらに、新しい指標を導入する場合、前
事業年度等の比較対象期間の指標を計算
し、開示することが考えらえる。

（一般開示基準）
37. 指標（目標を設定し、当該目標の達成に向けた進捗を
モニタリングするために用いる指標を含む。）の定義又は
算定方法を変更した場合、次の事項を開示しなければなら
ない。 
(1) 変更された指標に関する更新された比較対象の数値
（実務上不可能である場合を除く。） 
(2) 変更の内容 
(3) 変更の理由（再定義された指標又は置き換えられた指
標がより有用な情報を提供する理由を含む。） 

38. 指標を新たに導入した場合、そうすることが実務上不
可能である場合を除き、当該指標に関する比較対象の数値
を開示しなければならない。

指標の変更が行われた場合の開示

「考えられる開示」の例
自動運転の技術革新が進んだことに伴い、ソフトウェア開発要員が満たすための要件の一つを●●から●●に変更した。これに伴い、前年度に

開示したソフトウェア開発要員採用数を変更後の定義に基づき、修正し開示した。
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投資家の期待 考えられる開示 （参考）SSBJ基準の項番
 人材戦略の目指すべき姿（目標）を示し、

目標の達成に向けた進捗をモニタリング
できるようにするための情報を開示する
ことは投資家にとって有益である。

 過去に開示した目標に対する実績と目標
達成に向けた進捗状況に関する分析、識
別した課題を理解するための情報は投資
家にとって有益である。

 過去に開示した目標が目標年度より早期
に達成された場合、目標の更新に関する
説明（目標の更新の有無、更新がない場
合はその理由等）があると有益である。

 目標に関して、以下を開示することが考
えられる。
目標設定と進捗管理のために用いる

指標は何か
企業が用いている具体的な定量的・

定性的目標（例：□□人）
目標の対象期間
進捗が測定される基礎となる期間

（例：××年を基準年とする）
マイルストーン、中間目標
目標に対する実績
企業の実績に関する時系列での分析
目標を変更した場合の説明

（一般開示基準）
39. 戦略的目標の達成に向けた進捗をモニタリングするた
めに設定した目標及び企業が活動する法域の法令により満
たすことが要求されている目標がある場合、これらの目標
に関する情報を開示しなければならない。目標のそれぞれ
について、次の事項を開示しなければならない。
(1) 目標を設定し、当該目標の達成に向けた進捗をモニタ
リングするために用いる指標 
(2) 企業が設定したか、企業が満たすことを要求されてい
る、具体的な定量的又は定性的目標 
(3) 目標が適用される期間 
(4) 進捗が測定される基礎となる期間 
(5) マイルストーン及び中間目標がある場合、その内容 
(6) 目標のそれぞれに対する企業のパフォーマンス 
(7) 企業のパフォーマンスに関するトレンド又は変化につ
いての時系列での分析 
(8) 目標を変更した場合、その旨及びその内容

目標の開示

「考えられる開示」の例
自動運転の実用化に必要なソフトウェア開発要員の確保に関する目標設定と進捗管理のため、自社におけるソフトウェア開発要員の定義を満た

す開発要員の人数を指標として設定した。具体的な定量的目標として、203x年度までに□□人採用し、また、中間目標として、202x年度までに
□□人採用することを目指すこととした。2025年度に採用したソフトウェア開発要員の実績人数は□□人であり、目標に対する進捗度合いは時
系列で見た場合に改善傾向にあるものの、●●と分析している。


